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基礎強化講座〔組織再編〕 
WELCOME 

本講座のねらい 

本講座では、グループ会社の再編において、法務担当者が関与するにあたり、単にスキームや契約書の

解説ではなく、どのような点に留意して業務を遂行していけばよいか、プロジェクトチームのメンバーと

しての基本的事項や心構えを整理します。 

また、組織再編においては法務以外の重要事項、とりわけ法的には問題ではなくても、会計・税務の観

点（財務の健全化）からは逆効果となるような場面を中心に、法務担当者としての勘所を養成します。 

SUMMARY 
対 象 者 組織再編の実務経験のない方 

講義形式 本講座は、公開収録の上、後日配信を行います。 

収録日程 第１講：10月14日（水）10時～12時（質疑応答込） 

第２講：10月26日（月）10時～12時（質疑応答込） 

第３講：11月５日（木）10時～12時（質疑応答込） 

第４講：11月12日（木）10時～12時（質疑応答込） 

会  場 （株）商事法務 会議室（東京都中央区日本橋3-6-2 日本橋フロント３階） 

配信期間 11月19日（木）～2027年１月29日（金）（各講1.5時間～２時間、計７時間程度、順次配信開始予定） 

募集期限 2027年１月22日（金） 

受 講 料 １名につき44,000円（税込） 

請求書の発送時期・支払期限  

 11月末までのお申込み 12月上旬にメールにてご案内予定（支払期限：２月末） 

12月以降のお申込み １月下旬にメールにてご案内予定（支払期限：3月末） 

ｷｬﾝｾﾙﾎﾟﾘｼｰ 配信開始日の前営業日14時以降のキャンセルは、受講料の全額をご負担いただきます。 

NOTES 
申込上の注意 

お申込み・ご受講にあたっては、個人アカウントのご登録が必要になります。 

詳細は、当会HP「HP利用方法」をご参照ください。 

※公開収録のご参加方法は、申込後にメールにてお送りする「セミナー申込内容の控え」に記載がございます。 

動画視聴テストのお願い 

 必ずテスト動画が視聴できるかをご確認の上、お申し込みください。 

※テスト動画をご覧いただけない場合には、システム部門等にセキュリティ上の制限をご確認ください。 

受講方法（視聴先/資料のダウロード先） 

個人アカウントでログインした後、個人ページの「申込済みセミナー」にて配信開始日より視聴および資

料のダウンロードが可能です。なお、資料ダウンロードは視聴期間内に限られますのでご注意ください。 

ください。 

 

【お問い合わせ先】株式会社商事法務 教育事業部 

E-mail：law-school＠shojihomu.co.jp／TEL：03-6262-6761 

※本講座の運営は株式会社商事法務に委託しています。受講の詳細や請求書等については、同社からご案内いたします。 

https://www.keieihoyukai.jp/page/howto
https://www.keieihoyukai.jp/page/vtest
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第１講・第 2 講・第４講（Q&A セッション）担当 

講師 前田未来氏（サントリービバレッジ＆フード株式会社 経営管理本部コーポレートマネジメント部 法務グループ 課長） 

2009 年：弁護士法人 瓜生・糸賀法律事務所 入所（新 62 期） 

2013 年：サントリーホールディングス㈱ 法務部 入社 

2024 年：サントリー食品インターナショナル株式会社 コーポレートマネジメント本部 法務グループ 

2025 年より現職 

担当業務：コーポレート、労務関連等 

第３講・第４講担当 

講師 福﨑剛志氏（日比谷タックス&ロー弁護士法人 弁護士） 

2000 年：司法試験合格（55 期） 

2002 年：鳥飼綜合法律事務所 入所 

2013 年：鳥飼綜合法律事務所 パートナー 

2018 年：日比谷タックス＆ロー弁護士法人設立 

取扱案件：タックス、コーポレート、労働等 

著書等：『オーナー社長の自社株対策』（共著・すばる舎）、『新・株主総会徹底対策』（共著・商事法務）、『経営承継円滑化法

と民法特例の法実務』（共著・清文社）ほか多数 

 


